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適応策の検討について 

岸和田市における気候変動の現状と将来予測について 

（１）気候概況 

・本市の気候は温暖寡雨な瀬戸内海性気候であり、晴天

日数は概して多く、降雨・降雪は比較的少ない。年平

均気温は 16℃前後で、山地部はこれより１～２度低く

なる傾向がある。年間降水量は 900～1,600mm 程度であ

り、冬期は概して降水量は少ない。 

・過去20年間の平均をみると、8月で日平均気温が27.6℃、

日最高気温が 32.0℃、日最低気温が 23.9℃と最も高く

なっています。 

 

表 府内観測所における 2018 年度の年平均気温と年間降水量 

観測所 熊取 
(本市最寄観測所) 

能勢 枚方 豊中 大阪 生駒山 堺 八尾 関空島 河内 
長野 

茨木 

年平均気温 16.4 14.3 16.7 16.8 17.5 12.5 17.1 17.3 17.1 - - 

年間降水量 1,750 2,194 1,649 1,683 1,651 1,664 1,616 1,571 1,500 1,862 1,747 

出典）気象庁ホームページ 

（２）気温 

●これまでの気候変化 

 ・2018 年の年平均気温は 16.4℃で近年やや増加傾向がみられます。 

・真夏日は、ここ３年程度は年 60日強程度となっています。 

・日最低気温 25 度以上である熱帯夜の日数は、ここ５年連続で増加しています。 

  
図 本市の年平均気温（熊取気象観測所） 

出典）気象庁ホームページ 
図 本市の真夏日（日最高気温 30℃以上）日数 

出典）気象庁ホームページ 

  
図 本市の猛暑日（日最高気温 35℃以上）日数 

出典）気象庁ホームページ 
図 本市の日最低気温 25℃以上日数 

出典）気象庁ホームページ 

*熊取気象観測所 

 

図 本市の平均気温・日最高気温・日最低気温と 

降水量（1999 年～2018 年平均） 
出典）気象庁ホームページ 
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大阪における気候変化の状況（気象庁作成資料より） 

・大阪における年平均気温（日

平均気温の平均）をみると

100 年で 2.0℃上昇していま

す。１月における日最低気温

の平均は、100 年で 2.4℃上

昇しています。 

・日最高気温 30℃以上（真夏日）

及び日最高気温 35℃以上（猛

暑日）の年間日数は、長期変

化傾向の統計的評価はでき

ませんが、増加がみられてい

ます。  
図 大阪の年平均気温の変化 
出典）大阪管区気象台「近畿地方の気候変動 2017」 

 

図 大阪の真夏日の年間日数 
出典）大阪管区気象台「近畿地方の気候変動 2017」 

図 大阪の猛暑日の年間日数 
出典）大阪管区気象台「近畿地方の気候変動 2017」

※▲：観測場所の移転により、その前後でデータは均質でない。△：観測場所の移転による影響は補正されて

おり、その前後でデータは均質である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●将来の気候変化 

きしわだ環境市民会議では、平成 17 年から平成 28 年までの間、実際にどのような気温の

変化が起こっているのか調査するため、「地球の体温、いま、何℃？」夏の市内一斉気温測

定（毎年 7月 25 日）を実施していました。 
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・気象庁の予測によると、大阪府の年平均気温は、20 世紀末（1980～1999 年）と比べ、RCP8.5 に基

づくと将来気候（21 世紀末：2076～2095 年）で約 4.2℃、季節によっては 3.6～4.5℃上昇すると

されています。 

  
図 平均気温の将来変化（大阪府） 

出典）大阪管区気象台「大阪府の 21 世紀末の気候」 

参考）大阪市の猛暑日は年間で 55 日程度増加し約 70 日となり、熱帯夜は 60 日程度増加し約 100 

日となるとされています。 

 

図 年間日数（夏日・真夏日・猛暑日・熱帯夜・冬日）の将来変化（大阪市） 

出典）大阪管区気象台「大阪府の 21 世紀末の気候」 
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（３）降水量 

●これまでの気候変化 

・2018 年の年間降水量は 1,750mm で、近年は 1400mm 程度より多い年が続いている。 

・１時間降水量の最大値は、2003 年の 67mm が最も多く、次いで 2014 年の 58.5mm となっている。近年、

バケツをひっくり返したように降る「激しい雨」である 30mm 以上を記録する年が増えている。 

  
本市の年間降水量 

出典）気象庁ホームページ 
本市の１時間降水量の最大 

出典）気象庁ホームページ 

 

表 本市の記録的降雨の事例 

要素名／順位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 統計期間 

日最大 1 時間降水量

（mm） 

67 

(2003.8) 

58.5 

(2014.10) 

54 

(1983.7) 

49 

(2007.7) 

47 

(1995.7) 

1976/1 

～2018/12 

日最大 10 分間降水量

（mm） 

17.0 

(2009/8) 

16.5 

（2008/9） 

16.0 

(2018/9) 

14.0 

(2013.7) 

13.5 

(2011/10、

2009/7) 

2008/3 

～2018/12 

出典）気象庁ホームページより作成 

 

  

*熊取気象観測所 

 
*熊取気象観測所 
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●将来の気候変化 

・気象庁によると、１時間降水量 50㎜以上の年間発生回数は、将来 3 倍程度に増加するとされています。

また 1地点あたりの年間無降水日数も約 10日増加するとされています。 

 

※春は20 世紀末の再現実験で発生が無く、また、21 世紀末において
ほとんど発生が予測されていないため、冬は発生回数が少ないため表
示していません。 

 

  
図 1時間降水量50 ㎜以上の発生回数の変化 

（上:大阪府の年及び季節ごとの変化、下：近畿地方の年間の変化に

ついての分布図） 

出典：大阪管区気象台「大阪府の21世紀末の気候」 

図 無降水日数の変化 
（上：大阪府の年及び季節ごとの変化、下：近畿地方の年

間の変化についての分布図） 

出典：大阪管区気象台「大阪府の21世紀末の気候」 

 

（４）台風等による被害 

 

 気象情報 主な被害 

平成 29 年 

台風第 21号 

(2017.10.20～

10.23) 

降水量）期間降水量 340.0mm 

最大 1時間降水量 24.5mm 

風速） 最大風速 10.2m/s 

最大瞬間風速 20.9m/s 

・管路破損による断水 307 戸 

・床上浸水 4 戸、床下浸水 6 戸 
（牛滝川溢水） 

・春木川護岸損壊 
・牛滝川護岸損壊・河道閉塞 
・車水没（60歳女性死亡） 

平成 30 年 

台風第 21号 

(2018.9.3～9.5) 

風速） 最大風速 26.8 m/s 

最大瞬間風速 51.2 m/s 

・停電（電柱倒壊） 

・停電に伴う断水 4500 戸（9/5） 

・施設被害 

※気象情報は熊取気象観測所データ 

出典：気象庁ホームページ 

内閣府「平成 29 年台風第 21 号による被害状況等について」「平成 29 年台風第 21 号による被害状況等について」
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本市における気候変動影響と適応策検討のための情報整理 ※今後庁内への紹介やヒアリング等を実施予定 

 本市の特徴 
追加補足すべき気候

変動影響 

既に取り組んでい

る施策 
課題の整理 大阪府【気候変動の影響】 大阪府【適応の方向性】 

(1)

農業 

、森

林・

林業 

、水

産業 

農業 ・丘陵部に常緑果樹園、水田。 

・主要農産物は、水稲、なす、た

まねぎ、しゅんぎく、たけのこ、

温州みかん、もも、いちじく。 

・畜産は乳用牛、鶏卵。 

・ため池の点在 

 

   ・農業については、高温による水稲・果樹等の品質

低下、病害虫の発生増加等による農作物被害の拡

大、家畜の増体率低下が懸念されています。また、

短時間強雨の発生による、ため池の被害発生リス

クの増加等が懸念されています。 

・大阪府立環境農林水産総合研究所等と連携した、

高温障害を回避するための栽培技術の実施・検討、

高温による影響が少ない品種の選定・転換 

・病害虫の発生・被害の予察調査、防除のための情

報発信 

・畜産農家への暑熱対策等技術の普及・指導 

・野生鳥獣の生育状況や被害状況、捕獲状況の定期

的なモニタリング 

・ハード、ソフト対策を総合的に行うため池の防災・

減災 

森林 

・林業 

 

・人工林 1208ha、天然林 520ha 

竹林 111ha、林家 156 軒 

・暖帯林から冷温帯林で構成。大

部分は二次林や針葉樹林の代

償植生で里山的環境を有す。自

然林としては和泉葛城山山頂

付近にブナ林（シラキ-ブナ群

集） 

   ・森林・林業については、短時間強雨の発生による

集落等に影響する土砂災害の増加等が懸念されて

います。 

・土石流や流木の発生を想定した治山施設の整備、

森林の整備による森林の土砂崩壊・流出防止機能

の向上 

水産

業 

・府内随一の漁獲量。 

・船曳網（いかなご・しらす、い

わし）、底びき網（カレイ、エ

ビ類・カニ類）など 

   ・水産業については、大阪湾の海水温の上昇により、

寒冷性の魚種の減少、熱帯性の新奇有毒プランク

トンの増加等が懸念されています。 

・生態系や水産資源に与える影響を解明するための

環境モニタリング、水産資源回復策の検討 

・有毒プランクトンのモニタリング、貝毒の発生状

況等についての監視 

(2)水環境 ・市内の主な河川：牛滝川、春木

川、津田川 

   ・大阪府内主要河川の水温は上昇傾向で、国の適応

計画によれば降水量増大による浮遊砂量や土砂流

出量の増加、水温上昇に伴う微生物の有機物分解

反応等促進による DO（溶存酸素）消費の増加によ

る異臭味の増加等が懸念されています。 

・大阪湾の水温も上昇傾向にあり、短期間の大雨に

より大阪湾に流入する汚濁負荷量の増加、水温上

昇による底質からの栄養塩溶出量の増加、底層 DO

が低下する期間の増大等が懸念されています。 

・公共用水域の水温、水質の継続的なモニタリング 

・気候変動が水質へ与える影響を把握するために必

要な基礎データの収集・解析、気候変動への適応

策に関する調査研究や対策の推進 

(3)自然生態

系 

・丘陵部から山地部にかけては豊

かな自然が残る。 

・暖帯林から冷温帯林までの陸

生、河川やため池などの水辺 

   ・気候変動との直接の因果関係等は明らかになって

いませんが、絶滅のおそれのある種、絶滅と判定

した種は増加しています。 

・また、国の適応計画によれば、動植物種の分布・

生息域の変化（種類によって拡大あるいは絶滅の

おそれ）、外来種の侵入・定着率の変化、植物の

開花の早まりなどの生物季節の変化が懸念されて

います。 

・野生生物の生息状況のモニタリングや生物多様性

の保全、府民理解・行動の促進 
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 本市の特徴 
追加補足すべき気候

変動影響 

既に取り組んでい

る施策 
課題の整理 大阪府【気候変動の影響】 大阪府【適応の方向性】 

(4)自

然災

害・沿

岸域 

水害 ・農業用水はじめ水脈を通して形

成された文化・歴史 

・順次、河川改修中 

 

   ・大阪府域における短時間強雨の発生回数は増加傾

向で、国の適応計画によれば、施設の能力を上回

る外力による水害の増加、発生頻度は低いが施設

の能力を大幅に上回る極めて大規模な水害の発

生、土砂災害の発生頻度の増加、及び突発的で局

所的な大雨に伴う警戒避難のためのリードタイム

が短い土砂災害の増加が懸念されています。 

・また、強い台風の増加による高潮等の浸水による

背後地の被害が懸念されています。 

・堤防や洪水調節施設等の整備、既存ストックの機

能向上及び「長寿命化計画」に基づく適切な維持

管理 

・水防体制の充実・強化、河川整備計画の点検・見

直しの実施及び災害リスク情報の掲示 

・各主体と連携した災害対応の体制の整備等、「大

阪府地域防災計画」に基づく水害対策 

高潮 

･高

波 

・臨海部に水門等及び逆流防止弁

設置 

   ・高潮等による災害時の対応など、ソフト面の対策

強化 

土砂

災害

等 

・土石流危険渓流箇所（Ⅰ28、Ⅱ

25、Ⅲ10）地すべり危険個所

（5）、急傾斜地崩壊危険箇所

（Ⅰ30、Ⅱ33、Ⅲ12）、急傾斜

地崩壊危険区域（15）、山腹崩

壊危険地区（18）、崩壊土砂流

出危険地区（17）、宅地造成工

事規制区域 3453ha 

   ・土砂災害防止施設の整備、土砂災害警戒区域の指

定等による警戒避難体制の強化 

(5)健

康 

 

熱中

症 

―    ・ヒートアイランド現象に伴う都市の気温の上昇が

熱中症発症のおそれを高めています。 

・国の適応計画によれば、死亡リスクについて、夏

季の熱波の頻度が増加し、死亡率や罹患率に関係

する熱ストレスの発生が増加する可能性が予測さ

れています。 

・また、国の適応計画によれば、感染症を媒介する

蚊の分布域の変化がデング熱等の感染症のリスク

を増加させる可能性があるとされています。 

・気象情報の提供や注意喚起、予防・対処法の普及

啓発、発生状況等に係る情報提供等の適切な実施 

感染

症 

―    ・国の指針に基づく蚊媒介感染症対策の実施、感染

症予防への注意喚起の実施 

(6)産業・経済

活動 

・泉南地域の経済、文化、行政の

中心的役割。 

・幅広い産業分野がコンパクトに

集積。4割が市外からの通勤者。 

・和歌山大学岸和田ｻﾃﾗｲﾄ、大阪

府立産業技術総合研究所が立

地 

・だんじり祭などによる観光 

   ・国の適応計画によれば、海面上昇や極端現象の頻

度や強度の増加による生産設備等への被害のおそ

れ、風水害による旅行者への影響などが懸念され

ています。また、電力需要の増加も懸念されます。

一方で、気候変動の影響への「適応」に関連した

新たなビジネス機会の増加も考えられます。 

・事業活動における気候変動による影響リスクの検

討・評価の促進 

・災害時を含めた電力供給の安定化、電気事業者・

エネルギー多量消費事業者等に対する電気の需要

の平準化等の対策指導 

・旅行者の安全確保 

(7)市民生活 

・都市生活 

 

・大阪都市圏の住宅としての特

性。 

・鉄道 2本、7つの駅。 

・拠点をつなぐ広域幹線道路（阪

神高速湾岸線、阪和自動車道、

国道 26 号等） 

・だんじり祭、城下町文化 

   ・都市化に伴うヒートアイランド現象が生じており、

熱中症リスクの増大や快適性の損失など、都市生

活に大きな影響を及ぼしています。また、国の適

応計画によると、気候変動による短時間強雨や渇

水の頻度の増加、強い台風の増加等によりインフ

ラ・ライフライン等に影響が及ぶことが懸念され

ています。 

・街路樹等の整備による日射の遮蔽、建物や敷地、

道路等におけるミスト散布など、屋外空間におけ

る夏の昼間の暑熱環境を改善するためのクールス

ポットの創出 

・事業継続計画（BCP）の普及啓発、鉄道事業者への

浸水対策の支援、安全性の高い道路網の整備 

※岸和田市まちづくりビジョン（第 4次岸和田市総合計画）、岸和田市都市計画マスタープラン、岸和田市産業振興新戦略プラン[改定版]、岸和田市地域防災計画、岸和田市環境白書 を参考に記載。 

※大阪府「気候変動による」より記載。（国による影響評価結果や大阪府が把握している事例から、大阪府において、既に現れている、もしくは将来影響が現れると予測される気候変動の影響を、国の適応計画で掲げられた７分野を参考に分野別に整理す

るとともに、現時点で考えられる大阪府における気候変動への「適応」の取組の方向性を分野別に記載） 
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参考）国・大阪府の気候変動影響と適応の方向性 

※  は本市に関係すると思われる箇所、  はそのうち研究・調査等による明確な裏付けがないもの            *1：気候変動影響評価報告書 H27.3 より  *2：大阪府「気候変動の影響への適応について」より 

   これまでの気候変動による影響 

（現在の状況） *1 
将来予測される影響 *1  

大阪府における気候変動の 

  影響 *2 

大阪府における適応の 

  方向性 *2 

(
1
)

農
業
、
森
林
・
林
業
、
水
産
業 

農業 水稲  既に全国で、気温の上昇による品質の低下（白未熟粒の発

生、一等米比率の低下等）等の影響が確認されている。ま

た、一部の地域や極端な高温年には収量の減少も見られて

いる。 

 全国のコメの収量は今世紀半ばまで、A1B シナリオもしくは現在より 3℃ま

での気温上昇では収量が増加し、それ以上の高温では北日本を除き減収に転

じると予測されている等、北海道では増収、九州南部などの比較的温暖な地

域では現状と変わらないか、減少するという点で、ほぼ一致した予測となっ

ている。 

 コメの品質について、一等米の比率は、登熟期間の気温が上昇することによ

り全国的に減少することが予測されている。特に、九州地方の一等米比率は

A1B、A2 シナリオの場合、今世紀半ばに 30％弱、今世紀末に約 40％減少す

ることを示す事例がある。 

 CO2 濃度の上昇は、施肥効果によりコメの収量を増加させることが FACE（開

放系大気 CO2 増加）実験により実証されているが、気温上昇との相互作用に

よる不確実性も存在する。 

 農業については、高温によ

る水稲・果樹等の品質低

下、病害虫の発生増加等に

よる農作物被害の拡大、家

畜の増体率低下が懸念さ

れています。また、短時間

強雨の発生による、ため池

の被害発生リスクの増加

等が懸念されています。 

 大阪府立環境農林水産

総合研究所等と連携し

た、高温障害を回避す

るための栽培技術の実

施・検討、高温による

影響が少ない品種の選

定・転換 

 病害虫の発生・被害の

予察調査、防除のため

の情報発信 

 畜産農家への暑熱対策

等技術の普及・指導 

 野生鳥獣の生育状況や

被害状況、捕獲状況の

定期的なモニタリング 

 ハード、ソフト対策を

総合的に行うため池の

防災・減災 

野菜  過去の調査で、40 以上の都道府県において、既に気候変動

の影響が現れていると報告されており、全国的に気候変動

の影響が現れていることは明らかである。 

 特にキャベツなどの葉菜類、ダイコンなどの根菜類、スイ

カなどの果菜類等の露地野菜では、多種の品目でその収穫

期が早まる傾向にあるほか、生育障害の発生頻度の増加等

もみられる。 

 施設野菜では、トマトの着果不良などが多発し、高温対策

等の必要性が増している。一方、施設生産では冬季の気温

上昇により燃料消費が減少するとの報告もある。 

 野菜は、生育期間が短いものが多く、栽培時期の調整や適正な品種選択を行

うことで、栽培そのものが不可能になる可能性は低いと想定される。 

 現時点では、具体的な研究事例が限定的である。 

 ただし、今後さらなる気候変動が、野菜の計画的な出荷を困難にする可能性

がある。 

果樹  2003 年に実施された全国的な温暖化影響の現状調査では、

全都道府県における果樹関係公立研究機関から、果樹農業

において既に気候変動の影響が現れているとの報告がなさ

れている。 

 果樹は気候への適応性が非常に低い作物であり、また、一

度植栽すると同じ樹で 30～40年栽培することになることか

ら気温の低かった 1980年代から同じ樹で栽培されているこ

とも多いなど、品種や栽培法の変遷も少なく、1990 年代以

降の気温上昇に適応できていない場合が多い。 

 カンキツでの浮皮、リンゴでの着色不良など、近年の温暖

化に起因する障害は、ほとんどの樹種、地域に及んでいる。 

 果実品質について、たとえばリンゴでは食味が改善される

方向にあるものの、果実が軟化傾向にあり、貯蔵性の低下

につながっている。 

 ウンシュウミカン、リンゴについて、IS92a シナリオを用いた予測では、栽

培に有利な温度帯は年次を追うごとに北上し、以下の通り予測されている。 

 ウンシュウミカンでは、2060 年代には現在の主力産地の多くが現在よりも

栽培しにくい気候となるとともに、西南暖地（九州南部などの比較的温暖な

地域）の内陸部、日本海および南東北の沿岸部など現在、栽培に不向きな地

域で栽培が可能となる。 

 リンゴでは 2060 年代には東北中部の平野部までが現在よりも栽培しにくい

気候となり、東北北部の平野部など現在のリンゴの主力産地の多くが、暖地

リンゴの産地と同等の気温となる。 

 ブドウ、モモ、オウトウについては、主産県において、高温による生育障害

が発生することが想定される。 

麦、大豆、

飼料作物

等 

 小麦では、冬季及び春季の気温上昇により、全国的に種を

まく時期の遅れと穂が出る時期の早まりがみられ、生育期

間が短縮する傾向が確認されている。 

 飼料作物では、関東地方の一部で 2001～2012 年の期間に飼

料用トウモロコシにおいて、乾物収量が年々増加傾向にな

った報告例がある。 

 小麦では、種をまいた後の高温に伴う生育促進による凍霜害リスクの増加、

高 CO2 濃度によるタンパク質含量の低下等が予測されている。 

 大豆では、高 CO2 濃度条件下では（気温が最適温度付近か少し上では）、収

量の増加、最適気温以上の範囲では、乾物重、子実重、収穫指数の減少が予

測されている。 

 北海道では、IS92a シナリオによる予測では、2030 年代には、てんさい、大

豆、小豆では増収の可能性もあるが、病害発生、品質低下も懸念され、小麦、

ばれいしょでは減収、品質低下が予測されている。 

 牧草の生産量等について予測した研究があるが、増収・減収等の傾向につい

ては一定の傾向が予測されていない。 

畜産  家畜の生産能力の推移から判断して、現時点で気候変動の  影響の程度は、畜種や飼養形態により異なると考えられるが、温暖化ととも
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   これまでの気候変動による影響 

（現在の状況） *1 
将来予測される影響 *1  

大阪府における気候変動の 

  影響 *2 

大阪府における適応の 

  方向性 *2 

家畜への影響は明確ではない。 

 夏季に、肉用牛と豚の成育や肉質の低下、採卵鶏の産卵率

や卵重の低下、肉用鶏の成育の低下、乳用牛の乳量・乳成

分の低下等が報告されている。 

 記録的猛暑であった 2010 年の暑熱による家畜の死亡・廃用

頭羽数被害は、畜種の種類・地域を問わず前年より多かっ

たことが報告されている。 

に、肥育去勢豚、肉用鶏の成長への影響が大きくなることが予測されており、

成長の低下する地域が拡大し、低下の程度も大きくなると予測されている。 

病害虫・雑

草 

 西南暖地（九州南部などの比較的温暖な地域）の一部に分

布していたミナミアオカメムシが、近年、西日本の広い地

域から関東の一部にまで分布域が拡大し、気温上昇の影響

が指摘されている。 

 現時点で、明確に気候変動の影響により病害が増加したと

される事例は見当たらない。 

 奄美諸島以南に分布していたイネ科雑草が、越冬が可能に

なり、近年、九州各地に侵入した事例がある。 

 害虫については、気温上昇により寄生性天敵、一部の捕食者や害虫の年間世

代数（1年間に卵から親までを繰り返す回数）が増加することから水田の害

虫・天敵の構成が変化することが予想されている。 

 水稲害虫以外でも、越冬可能地域の北上・拡大や、発生世代数の増加による

被害の増大の可能性が指摘されている。 

 病害については、高 CO2 条件実験下（現時点の濃度から 200ppm 上昇）では、

発病の増加が予測された事例がある。 

 雑草については、一部の種類において、気温の上昇により定着可能域の拡大

や北上の可能性が指摘されている。 

農業生産

基盤 

 農業生産基盤に影響を及ぼしうる降水量の変動について、

1901～2000 年の最大 3 日連続降雨量の解析では、短期間に

まとめて強く降る傾向が増加し、特に、四国や九州南部で

その傾向が強くなっている。 

 また、年降水量の 10 年移動変動係数をとると、移動平均は

年々大きくなり、南に向かうほど増加傾向は大きくなって

いる。 

 コメの品質低下などの高温障害が見られており、その対応

として、田植え時期や用水時期の変更、掛け流し灌漑の実

施等、水資源の利用方法に影響が生じている。 

 水資源の不足、融雪の早期化等による農業生産基盤への影響については、気

温上昇により融雪流出量が減少し、用水路等の農業水利施設における取水に

影響を与えることが予測されている。具体的には、A2 シナリオの場合、農

業用水の需要が大きい 4～5月ではほとんどの地域で減少する傾向にあり、

地域的、時間的偏りへの対応が必要になると推測される。 

 降雨強度の増加による洪水の農業生産基盤への影響については、低標高の水

田で湛水時間が長くなることで農地被害のリスクが増加することが予測さ

れている。 

森林 

・林業 

 

木材生産

（人工林

等） 

 一部の地域で、スギの衰退現象が報告されており、その要

因に大気の乾燥化による水ストレスの増大を挙げる研究報

告例もある。ただし、大気の乾燥化あるいはそれによるス

ギの水ストレスの増大が気候変動による気温の上昇あるい

は降水量の減少によって生じているか明確な証拠はない。

スギの衰退と土壌の乾燥しやすさとの関連も明らかではな

い。 

 現時点で、台風強度の増加によって、人工林における風害

が増加しているかについては、研究事例が限定的であり、

明らかでない。 

 気温が現在より 3℃上昇すると、蒸散量が増加し、特に降水量の少ない地域

でスギ人工林の脆弱性が増加する可能性を指摘する研究事例がある。 

 現状と同じ林業活動を仮定し、日本のスギ人工林の炭素蓄積量及び炭素吸収

量の低下を予測した研究事例がある。 

 その他、ヒノキの苗木について、気温の上昇によるバイオマス成長量の増加

は明らかではないとの研究事例や、マツ枯れ危険域が拡大するとの研究事

例、ヤツバキクイムシの世代数増加によりトウヒ類の枯損被害が増加すると

の研究事例がある。 

 高齢林化が進むスギ・ヒノキ人工林における風害の増加が懸念される。 

 森林・林業については、短

時間強雨の発生による集

落等に影響する土砂災害

の増加等が懸念されてい

ます。 

 土石流や流木の発生を

想定した治山施設の整

備、森林の整備による

森林の土砂崩壊・流出

防止機能の向上 

特用林産

物（きのこ

類等） 

 シイタケ栽培に影響を及ぼすヒポクレア属菌について、夏

場の高温がヒポクレア菌による被害を大きくしている可能

性があるとの報告がある。 

 シイタケの原木栽培において、夏場の気温上昇と病害菌の発生あるいはシイ

タケの子実体（きのこ）の発生量の減少との関係を指摘する報告がある。 

 冬場の気温の上昇がシイタケ原木栽培へ及ぼす影響については、現時点で明

らかになっていない。 
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   これまでの気候変動による影響 

（現在の状況） *1 
将来予測される影響 *1  

大阪府における気候変動の 

  影響 *2 

大阪府における適応の 

  方向性 *2 

水産業 回遊性魚

介類（魚類

等の生態 

 海水温の変化に伴う海洋生物の分布域の変化が世界中で報

告されている。 

 日本周辺域の回遊性魚介類においても、高水温が要因とさ

れる分布・回遊域の変化が日本海を中心にブリ、サワラ、

スルメイカで報告され、漁獲量が減少した地域もある。 

 回遊性魚介類については、分布回遊範囲及び体のサイズの変化に関する影響

予測が数多く報告されている。具体的には以下の通り。シロザケは、IS92a

シナリオの場合、日本周辺での生息域が減少し、オホーツク海でも 2050 年

頃に適水温海域が消失する可能性が指摘されている。ブリは、分布域の北方

への拡大、越冬域の変化が予測されている。スルメイカは、A1B シナリオの

場合、2050 年には本州北部沿岸域で、2100 年には北海道沿岸域で分布密度

の低い海域が拡大することが予測されている。サンマは、餌料環境の悪化か

ら成長が鈍化するものの、回遊範囲の変化によって産卵期では餌料環境が好

転し、産卵量が増加する場合も予測されている。マイワシは、海面温度の上

昇への応答として、成魚の分布範囲や稚仔魚の生残に適した海域が北方へ移

動することが予測されている。 

 漁獲量の変化及び地域産業への影響に関しては、資源管理方策等の地球温暖

化以外の要因も関連することから不確実性が高く、精度の高い予測結果は得

られていない。 

 水産業については、大阪湾

の海水温の上昇により、寒

冷性の魚種の減少、熱帯性

の新奇有毒プランクトン

の増加等が懸念されてい

ます。 

 生態系や水産資源に与

える影響を解明するた

めの環境モニタリン

グ、水産資源回復策の

検討 

 有毒プランクトンのモ

ニタリング、貝毒の発

生状況等についての監

視 

増養殖等  各地で南方系魚種数の増加や北方系魚種数の減少などが報

告されている。 

 養殖ノリでは、秋季の高水温により種付け開始時期が遅れ、

年間収穫量が各地で減少している。 

 藻食性魚類による藻場減少で、イセエビやアワビの漁獲量

が減少したことが報告されている。 

 生態系モデルと気候予測シナリオを用いた影響評価は行われていないもの

の、多くの漁獲対象種の分布域が北上すると予測されている。 

 海水温の上昇による藻類の種構成や現存量の変化によって、アワビなどの磯

根資源の漁獲量が減少すると予想されている。 

 養殖魚類の産地については、夏季の水温上昇により不適になる海域が出ると

予想されている。 

 海水温の上昇に関係する赤潮発生による二枚貝等のへい死リスクの上昇等

が予想されている。 

 内水面では、湖沼におけるワカサギの高水温による漁獲量減少が予想されて

いる。 

 IPCC の報告では、海洋酸性化による貝類養殖への影響が懸念されている。 

(
2
)

水
環
境
・
水
資
源 

水環境 湖沼・ダム

湖 

 全国の公共用水域（河川・湖沼・海域）の過去約 30 年間（1981

～2007 年度）の水温変化を調べたところ、4,477 観測点の

うち、夏季は 72％、冬季は 82％で水温の上昇傾向があり、

各水域で水温上昇が確認されている。また、水温の上昇に

伴う水質の変化が指摘されている。 

 ただし、水温の変化は、現時点において必ずしも気候変動

の影響と断定できるわけではないとの研究報告がある。 

 一方で、年平均気温が 10℃を超えるとアオコの発生確率が

高くなる傾向を示す報告もあり、長期的な解析が今後必要

である。 

 A1B シナリオを用いた予測では、琵琶湖は 2030 年代には水温の上昇に伴う

DO（溶存酸素）の低下、水質の悪化が予測されている。 

 同じく A1B シナリオを用いた研究で、国内 37 の多目的ダムのうち、富栄養

湖に分類されるダムが 2080～2099 年では 21 ダムまで増加し、特に東日本で

の増加数が多くなるとする予測も確認されている。 

 気候変動による降水量や降水の時空間分布の変化に伴う河川流量の変化や

極端現象の頻度や強度の増加による湖沼・ダム湖への影響については、具体

的な予測の研究事例は確認できていない。 

 大阪府内主要河川の水温

は上昇傾向で、国の適応計

画によれば降水量増大に

よる浮遊砂量や土砂流出

量の増加、水温上昇に伴う

微生物の有機物分解反応

等促進による DO（溶存酸

素）消費の増加による異臭

味の増加等が懸念されて

います。 

 大阪湾の水温も上昇傾向

にあり、短期間の大雨によ

り大阪湾に流入する汚濁

負荷量の増加、水温上昇に

よる底質からの栄養塩溶

出量の増加、底層 DOが低

下する期間の増大等が懸

念されています。 

 公共用水域の水温、水

質の継続的なモニタリ

ング 

 気候変動が水質へ与え

る影響を把握するため

に必要な基礎データの

収集・解析、気候変動

への適応策に関する調

査研究や対策の推進 

河川  全国の公共用水域（河川・湖沼・海域）の過去約 30 年間（1981

～2007 年度）の水温変化を調べたところ、4,477 観測点の

うち、夏季は 72％、冬季は 82％で水温の上昇傾向があり、

各水域で水温上昇が確認されている。また、水温の上昇に

伴う水質の変化も指摘されている。 

 ただし、河川水温の上昇は、都市活動（人工排熱や排水）

や河川流量低下などにも影響されるため、気候変動による

影響の程度を定量的に解析する必要がある。 

 各々の河川に対する水温の将来予測はないが、雄物川における A1B シナリオ

を用いた将来の水温変化の予測では、1994～2003 年の水温が 11.9℃であっ

たのに対して、2030～2039 年では 12.4℃に上昇すること、特に冬季に影響

が大きくなることが予測されている。 

 同じく A1B シナリオを用いた予測で、2090 年までに日本全国で浮遊砂量が 8

～24％増加することや台風のような異常気象の増加により 9月に最も浮遊

砂量が増加すること、8月の降水量が5～75％増加すると河川流量が1～20％

変化し、1～30％土砂生産量が増加することなどが予測されている。 

 水温の上昇による DOの低下、溶存酸素消費を伴った微生物による有機物分

解反応や硝化反応の促進、藻類の増加による異臭味の増加等も予測されてい

る。 

沿岸域及

び閉鎖性

海域 

 全国 207 地点の表層海水温データ（1970 年代～2010 年代）

を解析した結果、132 地点で有意な上昇傾向（平均：0.039℃

/年、最小：0.001℃/年～最大：0.104℃/年）が報告されて

いる。なお、この上昇傾向が見られた地点には、人為的な

影響を受けた測定点が含まれていることに留意が必要であ

 現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、海面上昇

に伴い、沿岸域の塩水遡上域の拡大が想定される 
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る。 

 沖縄島沿岸域では、有意な水温上昇あるいは下降傾向は認

められなかったとの研究報告もある。 

水資源 水供給（地

表水） 

 年降水量の年ごとの変動が大きくなっており、無降雨・少

雨が続くこと等により給水制限が実施される事例が確認さ

れている。 

 1980～2009 年の高山帯の融雪時期も時期が早くなる傾向が

あるが、流域により年変動が大きい。 

 渇水による流水の正常な機能の維持のための用水等への影

響、海面上昇による河川河口部における海水（塩水）の遡

上範囲の拡大に関しては、現時点で具体的な研究事例は確

認できていない。 

 A1B シナリオを用いた研究では、北日本と中部山地以外では近未来（2015～

2039 年）から渇水の深刻化が予測されている。また、融雪時期の早期化に

よる需要期の河川流量の減少、これに伴う水の需要と供給のミスマッチが生

じることも予測される。 

 このほか、現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないもの

の、渇水による流水の正常な機能の維持のための用水等への影響、海面上昇

による河川河口部における海水（塩水）の遡上による取水への支障などが懸

念される。 

水供給（地

下水） 

 気候変動による降水量や降水の時間推移の変化に伴う地下

水位の変化の現状については、現時点で具体的な研究事例

は確認できてない。 

 一般的に、地下水利用量の変化には気候変動以外の要因も

関係する。 

 全国的な渇水となった 1994年などの小雨年時に渇水時には

過剰な地下水の採取により、地盤沈下が進行している地域

もある。 

 海面上昇による地下水の塩水化の現状については、現時点

で具体的な研究事例は確認できてない。 

 気候変動による降水量や降水の時間推移の変化に伴う地下水位の変化につ

いては、一部、特定の地域を対象にした研究事例があるが、評価手法の精緻

化等の課題がある。 

 渇水に伴い地下水利用が増加し、地盤沈下が生じることについては、現時点

で具体的な研究事例は確認できていない。 

 現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、海面上昇

による地下水の塩水化、取水への影響が懸念される。わが国の沖積平野にあ

る大都市や灌漑用水としては河川水利用が多いことから、地下水塩水化によ

る水源への影響はさほど大きくないと想定されるが、地下水を利用している

自治体では、塩水化の影響は大きくなることが懸念される。 

水需要  気温上昇と水使用量の関係について、東京では、気温上昇

に応じて水使用量が増加することが実績として現れてい

る。 

 農業分野では、高温障害への対応として、田植え時期や用

水時期の変更、掛け流し灌漑の実施等、水需要に影響が生

じている。 

 現時点で、気候変動による影響を定量的に予測した研究事例は確認できてい

ないものの、気温の上昇による飲料水等の需要増加が懸念される。 

 九州で 2030 年代に水田の蒸発散量増加による潜在的水資源量の減少が予測

されており、その他の地域も含め、気温の上昇によって農業用水の需要が増

加することが想定される。 

(
3
)

自
然
生
態
系 

陸域生態

系 

高山帯・亜

高山帯 

 

 ―  ―  気候変動との直接の因果

関係等は明らかになって

いませんが、絶滅のおそれ

のある種、絶滅と判定した

種は増加しています。 

 また、国の適応計画によれ

ば、動植物種の分布・生息

域の変化（種類によって拡

大あるいは絶滅のおそ

れ）、外来種の侵入・定着

率の変化、植物の開花の早

まりなどの生物季節の変

化が懸念されています。 

 野生生物の生息状況の

モニタリングや生物多

様性の保全、府民理

解・行動の促進 自然林・二

次林 

 気候変動に伴う自然林・二次林の分布適域の移動や拡大の

現状について、現時点で確認された研究事例は限定的であ

る。 

 気温上昇の影響によって、過去から現在にかけて落葉広葉

樹が常緑広葉樹に置き換わった可能性が高いと考えられて

いる箇所がある。 

 冷温帯林の構成種の多くは、分布適域がより高緯度、高標高域へ移動し、分

布適域の減少が予測されている。特に、ブナ林は 21 世紀末に分布適域の面

積が現在に比べて減少することが示されている。 

 暖温帯林の構成種の多くは、分布適域が高緯度、高標高域へ移動し、分布適

域の拡大が予測されている。 

 ただし、実際の分布については、地形要因や土地利用、分布拡大の制限など

により縮小するという予測もあり、不確定要素が大きい。 

里地・里山

生態系 

 気候変動に伴う里地・里山の構成種の変化の現状について、

現時点で網羅的な研究事例はない。 

 一部の地域において、ナラ枯れやタケの分布域の拡大につ

いて、気候変動の影響も指摘されているが、科学的に実証

されてはいない。 

 一部の研究で、自然草原の植生帯は、暖温帯域以南では気候変動の影響は小

さいと予測されている。標高が低い山間部や日本西南部での、アカシデ、イ

ヌシデなどの里山を構成する二次林種の分布適域は、縮小する可能性があ

る。 

 ただし、里地・里山生態系は、気候変動の影響については十分な検証はされ

ておらず、今後の研究が望まれる。 
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人工林  一部の地域で、気温上昇と降水の時空間分布の変化による

水ストレスの増大により、スギ林が衰退しているという報

告がある。 

 現在より 3℃気温が上昇すると、年間の蒸散量が増加し、特に降水量が少な

い地域で、スギ人工林の脆弱性が増加することが予測されているが、生育が

不適となる面積の割合は小さい。 

 MIROC3.2-hi（A1B シナリオ）を用い、2050 年までの影響を予測した場合、

日本全体で見ると、森林呼吸量が多い九州や四国で人工林率が高いこと、高

蓄積で呼吸量の多い 40から 50 年生の林分が多いことから、炭素蓄積量およ

び吸収量に対してマイナスに作用する結果となる。ただし、当該予測では、

大気中の CO２濃度の上昇による影響は考慮されていない。スギ人工林生態

系に与える影響予測のためには樹木の生理的応答などさらなる研究が必要

である。 

 現在より 1～2℃の気温の上昇により、マツ枯れの危険域が拡大することも

予測されている。マツ枯れに伴い、アカマツ林業地帯やマツタケ生産地に被

害が生じることが懸念される。 

野生鳥獣

による影

響 

 日本全国でニホンジカやイノシシの分布を経年比較した調

査において、分布が拡大していることが確認されている。 

 積雪深の低下に伴い、越冬地が高標高に拡大したことが確

認されている。 

 ニホンジカの増加は狩猟による捕獲圧低下、土地利用の変

化、積雪深の減少など、複合的な要因が指摘されている。 

 ニホンジカの分布拡大に伴う植生への食害・剥皮被害等の

影響が報告されている。 

 野生鳥獣の分布拡大による生態系サービスへの影響につい

て報告されているが、気候変動との直接の因果関係や、気

候変動の寄与度については、明らかになっていない。 

 気温の上昇や積雪期間の短縮によって、ニホンジカなどの野生鳥獣の生息域

が拡大することが予測されているが、研究事例は少数であり、今後の研究が

望まれる。 

物質収支  気候変動に伴う物質収支への影響の現状について、現時点

で研究事例は限定的である。 

 日本の森林における土壌 GHG フラックスは、1980 年から

2009 年にわたって、CO2・N2O の放出、CH4 の吸収の増加が

確認されている。 

 降水の時空間分布の変化傾向が、森林の水収支や土砂動態

に影響を与えている可能性があるが、長期データに乏しく、

変化状況を把握することは困難な状況となっている。 

 年平均気温の上昇や無降水期間の長期化により、森林土壌の含水量低下、表

層土壌の乾燥化が進行し、細粒土砂の流出と濁度回復の長期化、最終的に降

雨流出応答の短期化をもたらす可能性がある。ただし、状況証拠的な推察で

あり、更なる検討が必要である。 

 森林土壌の炭素ストック量は、A1B シナリオ下で、純一次生産量 20が 14％

増加し、土壌有機炭素量が 5％減少することが予測されている。 

淡水生態

系 

湖沼  ―  ― 

河川  我が国の河川は取水や流量調節が行われているため気候変

動による河川の生態系への影響を検出しにくく、現時点で

気候変動の直接的影響を捉えた研究成果は確認できていな

い。 

 最高水温が現状より 3℃上昇すると、冷水魚が生息可能な河川が分布する国

土面積が現在と比較して約 20％に減少し、特に本州における生息地は非常

に限定的になることが予測されている。 

 このほか、現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないもの

の、以下のような影響が想定される。 

・積雪量や融雪出水の時期・規模の変化による、融雪出水時に合わせた遡

上、降下、繁殖等を行う河川生物相への影響 

・降雨の時空間分布の変化に起因する大規模な洪水の頻度増加による、濁

度成分の河床環境への影響、及びそれに伴う魚類、底生動物、付着藻類

等への影響 

・渇水に起因する水温の上昇、溶存酸素の減少に伴う河川生物への影響 

湿原  湿原の生態系は気候変動以外の人為的な影響を強く受けて

おり、気候変動による影響を直接的に論じた研究事例はな

い。 

 一部の湿原で、気候変動による降水量の減少や湿度低下、

積雪深の減少が乾燥化をもたらした可能性が指摘されてい

る。 

 現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、以下のよ

うな影響が想定される。 

・日本全体の湿地面積の約 8 割を占める北海道の湿地への影響 

・降水量や地下水位の低下による雨水滋養型の高層湿原における植物群落

（ミズゴケ類）への影響 

・気候変動に起因する流域負荷（土砂や栄養塩）に伴う低層湿原における湿

地性草本群落から木本群落への遷移、蒸発散量の更なる増加 
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沿岸生態

系 

亜熱帯  ―  ― 

温帯・亜寒

帯 

 日本沿岸の各所において、海水温の上昇に伴い、低温性の

種から高温性の種への遷移が進行していることが確認され

ている。 

 既に起こっている海洋生態系の変化を、海洋酸性化の影響

として原因特定することは、現時点では難しいとされてい

る。 

 海水温の上昇に伴い、エゾバフンウニからキタムラサキウニへといったより

高温性の種への移行が想定され、それに伴い生態系全体に影響が及ぶ可能性

があるが、定量的な研究事例が限定されている。 

 海洋酸性化による影響については、中～高位の二酸化炭素排出シナリオの場

合、特に極域の生態系やサンゴ礁といった脆弱性の高い海洋生態系に相当の

リスクをもたらすと考えられる。炭酸カルシウム骨格・殻を有する軟体動物、

棘皮動物、造礁サンゴに影響を受けやすい種が多く、その結果として水産資

源となる種に悪影響がおよぶ可能性がある。また、水温上昇や低酸素化のよ

うな同時に起こる要因と相互に作用するために複雑であるが、影響は増幅さ

れる可能性がある。 

 また、沿岸域の生態系の変化は沿岸水産資源となる種に影響を与えるおそれ

がある。また漁村集落は藻場等の沿岸性の自然景観や漁獲対象種等に依存し

た地域文化を形成している事が多く、地域文化への影響も想定される。 

 海面上昇による海岸域の塩性湿地等への影響が想定される 

海洋生態系  日本周辺海域ではとくに親潮域と混合水域において、植物

プランクトンの現存量と一次生産力の減少が始まっている

可能性がある。ただし、未だ統一的な見解には収束してい

ない。 

 気候変動に伴い、植物プランクトンの現存量に変動が生じる可能性がある。

全球では熱帯・亜熱帯海域で低下し、亜寒帯海域では増加すると予測されて

いるが、日本周辺海域については、モデルの信頼性が低く、変化予測は現状

困難である。動物プランクトンの現存量の変動についての予測も、日本周辺

海域の予測の信頼性が高いとはいえない。また、これらから生じる地域毎の

影響の予測は現時点では困難である。 

生物季節  植物の開花の早まりや動物の初鳴きの早まりなど、動植物

の生物季節の変動について多数の報告が確認されている。 

 生物季節の変動について、ソメイヨシノの開花日の早期化など、様々な種へ

の影響が予測されている。個々の種が受ける影響にとどまらず、種間のさま

ざまな相互作用への影響が予想されている。 

分布・個体群の変動  昆虫などにおいて、分布の北限が高緯度に広がるなど、気

候変動による気温の上昇の影響と考えれば説明が可能な分

布域の変化、ライフサイクル等の変化の事例が確認されて

いる。ただし、気候変動以外の様々な要因も関わっている

ものと考えられ、どこまでが気候変動の影響かを示すこと

はむずかしい。 

 気候変動による外来生物の侵入・定着に関する研究事例は

現時点では確認されていない。 

 野生鳥獣の分布拡大による生態系サービスへの影響につい

て報告されているが、気候変動との直接の因果関係や、気

候変動の寄与度については、明らかになっていない。 

 気候変動により、分布域の変化やライフサイクル等の変化が起こるほか、種

の移動・局地的な消滅による種間相互作用の変化がさらに悪影響を引き起こ

す、生育地の分断化により気候変動に追随した分布の移動ができないなどに

より、種の絶滅を招く可能性がある。2050 年までに 2℃を超える気温上昇を

仮定した場合、全球で 3割以上の種が絶滅する危険があると予想されてい

る。 

 現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、侵略的外

来生物の侵入・定着確率が気候変動により高まることも想定される。 

 ニホンジカなどの野生鳥獣の生息域が拡大しているが、気候変動が現在の分

布拡大をさらに促進するかについては、研究事例は少数であり、今後の研究

が望まれる。 

(
4
)

自
然
災
害
・
沿
岸
域 

河川 洪水  既往降雨データの分析によると、比較的多頻度の大雨事象

については、その発生頻度が経年的に増加傾向にあること

が示されている。この傾向が気候変動によるものであると

の十分な科学的根拠は未だ得られていない。 

 浸水面積の経年変化は全体として減少傾向にある。この傾

向を説明する主たる要因として治水対策の進展があげられ

る。一方、浸水面積あたりの被害額は増加傾向にある。 

 これまでの治水整備により達成された水害に対する安全度

は、現在気候を前提にした場合でも、計画上の目標に対し

て相当不足している。 

 日本は洪水氾濫による水害に関して依然として脆弱性を抱

えており、気候変動がより厳しい降雨状況をもたらすとす

れば、その影響は相当に大きい可能性がある。 

 A1B シナリオなどの将来予測によれば、洪水を起こしうる大雨事象が日本の

代表的な河川流域において今世紀末には現在に比べ有意に増加し、同じ頻度

の降雨量が 1～3割のオーダーで増加することについて、多くの文献で見解

が一致している。 

 複数の文献が、洪水を発生させる降雨量の増加割合に対して、洪水ピーク流

量の増加割合、氾濫発生確率の増加割合がともに大きくなる（増幅する）こ

とを示している。この増幅の度合いについては、洪水ピーク流量に対して氾

濫発生確率のそれがはるかに大きくなると想定される。 

 河川堤防により洪水から守られた氾濫可能エリアにおける氾濫発生の頻度

が有意に増せば、水害の起こりやすさは有意に増す。 

 海岸近くの低平地等では、海面水位の上昇が洪水氾濫の可能性を増やし、氾

濫による浸水時間の長期化を招くと想定される。 

 将来予測結果の信頼性をさらに向上させるには、それを規定する大きな要素

となっている気候モデルについて、現象再現における空間解像度を向上さ

せ、同時に計算ケースを増やすことの両立が求められる。 

 大阪府域における短時間

強雨の発生回数は増加傾

向で、国の適応計画によれ

ば、施設の能力を上回る外

力による水害の増加、発生

頻度は低いが施設の能力

を大幅に上回る極めて大

規模な水害の発生、土砂災

害の発生頻度の増加、及び

突発的で局所的な大雨に

伴う警戒避難のためのリ

ードタイムが短い土砂災

害の増加が懸念されてい

ます。 

 また、強い台風の増加によ

る高潮等の浸水による背

 堤防や洪水調節施設等

の整備、既存ストック

の機能向上及び「長寿

命化計画」に基づく適

切な維持管理 

 水防体制の充実・強化、

河川整備計画の点検・

見直しの実施及び災害

リスク情報の掲示 

 各主体と連携した災害

対応の体制の整備等、

「大阪府地域防災計

画」に基づく水害対策 

 高潮等による災害時の

対応など、ソフト面の

対策強化 内水  既往降雨データの分析によると、比較的多頻度の大雨事象  局所的な強雨事象を対象にした気候変動影響の推定は、詳細な解像度の確保
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   これまでの気候変動による影響 

（現在の状況） *1 
将来予測される影響 *1  

大阪府における気候変動の 

  影響 *2 

大阪府における適応の 

  方向性 *2 

については、その発生頻度が経年的に増加傾向にあり、年

超過確率 1/5 や 1/10 の、短時間に集中する降雨の強度が過

去 50 年間で有意に増大してきている。これらの変化傾向が

気候変動によるものであるとの十分な科学的根拠は未だ得

られていない。 

 これまでの下水道整備により達成された水害に対する安全

度は、現在気候を前提にした場合でも、計画上の目標に対

して相当不足している。 

 このような短時間に集中する降雨の頻度および強度の増加

は、浸水対策の達成レベルが低い都市部における近年の内

水被害の頻発に寄与している可能性がある。 

や局所的強雨をもたらす気象擾乱をモデル化すること自体が難しいため、本

格化に至っていない。 

 現在に至るまでの大雨事象の経年変化傾向と、これまでの 50 年の経年変化

傾向を延長して 50 年後に向かって短時間降雨量が増大する可能性を示した

文献は、内水被害をもたらす大雨事象が今後増加する可能性について有用な

情報を与えている。 

 河川近くの低平地等では、河川水位が上昇する頻度の増加によって、下水道

等から雨水を排水しづらくなることによる内水氾濫の可能性が増え、浸水時

間の長期化を招くと想定される。 

 都市部には、特有の氾濫・浸水に対する脆弱性が存在するため、短時間集中

降雨が気候変動影響により増大し、そこに海面水位の上昇が重なれば、その

影響は大きい。 

 大雨の増加は、都市部以外に農地等への浸水被害等をもたらすことも想定さ

れる。 

後地の被害が懸念されて

います。 

 土砂災害防止施設の整

備、土砂災害警戒区域

の指定等による警戒避

難体制の強化 

沿岸 海面上昇  1980 年以降の日本周辺の海面水位が上昇傾向（＋1.1mm/年）

にあることが、潮位観測記録の解析結果より報告されてい

る。 

 現時点で、海面水位の上昇により生じた障害の報告は無い。 

 潮汐記録より、気候変動、海流の変化等に由来する海面位

置の変動を抽出するためには地殻変動の大きさを正確に評

価することが必要である。 

 気候変動による海面上昇については多くの研究が行われている。 

 1986～2005 年平均を基準とした、2081～2100 年平均の世界平均海面水位の

上昇は、RCP2.6 シナリオで 0.26～0.55m、RCP4.5 シナリオで 0.32～0.63m、

RCP6.0 シナリオで 0.33～0.63m、RCP8.5 シナリオで 0.45～0.82m の範囲と

なる可能性が高いとされており、温室効果ガスの排出を抑えた場合でも一定

の海面上昇は免れない。 

 80cm 海面が上昇した場合、三大湾のゼロメートル地帯の面積が現在の 1.6

倍に増加するなど、影響の範囲は全国の海岸に及ぶ。 

 海面上昇が生じると、台風、低気圧の強化が無い場合にも、現在と比較して

高潮、高波による被災リスクが高まる。 

 河川や沿岸の人工物の機能の低下、沿岸部の水没・浸水、港湾及び漁港機能

への支障、干潟や河川の感潮区間の生態系への影響が想定される。 

高潮・高波  気候変動による海面上昇や台風の強度の増加が高潮や高波

に与える影響及びそれに伴う被害に関しては、現時点で具

体的な研究事例は確認できていない。高潮については、極

端な高潮位の発生が、1975 年以降全世界的に増加している

可能性が指摘されている。 

 高波については、太平洋沿岸で秋季から冬季にかけての波

高の増大等が、日本海沿岸で冬型気圧配置の変化による高

波の波高及び周期の増加等の事例が確認されているが、こ

れが気候変動によるものであるとの科学的根拠は未だ得ら

れていない。 

 高潮をもたらす主要因は台風であるが、気候変動による台風の挙動（経路、

規模等）を予測する技術は開発途上にある。しかし、台風が沿岸域に到達し

た際に生じる水位の上昇、浸水の範囲等の予測計算の結果は一定の精度で評

価できる。 

 気候変動により海面が上昇する可能性が非常に高く、高潮のリスクは高ま

る。 

 高波については、台風の強度の増加等による太平洋沿岸地域における高波の

リスク増大の可能性、また、波高や高潮偏差の増大による港湾及び漁港防波

堤等への被害等が予測されている。 

 港湾・漁港、特に施設の設置水深が浅い港では、平均海面上昇やそれに伴う

波高の増加により、施設の安全性が十分確保できなくなる箇所が多くなると

予測されている。 

海岸浸食  気候変動による海面の上昇や台風の強度の増加が、既に海

岸侵食に影響を及ぼしているかについては、現時点で具体

的な研究事例は確認できていない。 

 気候変動による海面の上昇や台風の強度の増加によって、海岸が侵食される

ことが予測されている。具体的には、30cm、60cm の海面上昇により、それ

ぞれ、我が国の砂浜の約 5割、約 8 割が消失する。 

 一方で、気候変動による降雨量の増加によって河川からの土砂供給量が変化

し、河口周辺の海岸などにおいて土砂堆積が生じる可能性も報告されてい

る。しかし、気候変動による海岸侵食を補うだけの土砂量の増加の可能性は

高くないと考えられ、海岸の侵食が現在よりもさらに進行することが想定さ

れている。 
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山地 土石流・地

すべり等 

 気候変動と土砂災害等の被害規模とを直接関連づけて分析

した研究・報告は多くはなく、また、気候変動と土砂災害

の発生形態との関係は現時点では不明確な部分が多い。 

 ただし、過去 30 年程度の間で 50mm／時間以上の豪雨の発生

頻度は増加しており、集落等に影響する土砂災害の年間発

生件数も増加しているとの報告がある。また、深層崩壊の

発生件数も、データ数は少ないものの、近年は増加傾向が

うかがえるとの報告がある。 

 一部の地域で暖冬小雪傾向の後に豪雪が続き、降積雪の年

変動が大きくなる事例等が報告されているが、雪害の問題

に関して、現時点で具体的な研究事例は確認できていない。 

 降雨条件が厳しくなるという前提の下で状況の変化が想定されるものとし

て以下が挙げられる。（ここで、厳しい降雨条件として、極端に降雨強度の

大きい豪雨およびその高降雨強度の長時間化、極端に総降雨量の大きい豪雨

などを表す。） 

 集中的な崩壊・がけ崩れ・土石流等の頻発、山地や斜面周辺地域の社会生活

への影響 

 ハード対策やソフト対策の効果の相対的な低下、被害の拡大 

 深層崩壊等の大規模現象の増加による直接的・間接的影響の長期化 

 現象の大規模化による既存の土砂災害危険箇所等以外への被害の拡大 

 河川への土砂供給量増大による治水・利水機能の低下 

その他 強風等  気候変動に伴う強風・強い台風の増加等による被害の増加

について、現時点で具体的な研究事例は確認できてない。 

 気候変動による竜巻の発生頻度の変化についても、現時点

で具体的な研究事例は確認できてない。 

 A1B シナリオを用いた研究では、近未来（2015～2039 年）から気候変動によ

る強風や強い台風の増加等が予測されている。 

 また、日本全域で 21世紀末（2075～2099 年）には 3～5月を中心に竜巻発

生好適条件の出現頻度が高まることも予測されている。 

 現時点で定量的に予測をした研究事例は確認できていないものの、強い台風

の増加等に伴い、中山間地域における風倒木災害の増大が懸念されている。 

(
5
)

健
康 

冬季の温

暖化 

冬季死亡

率 

 冬季の気温の上昇に伴い冬季死亡率が低下しているという

具体的な研究事例は現時点では確認できていない。 

 冬季の平均気温は、RCP4.5 シナリオの場合、2030 年代に、全国的に 2000

年代よりも上昇し、全死亡（非事故）に占める低気温関連死亡の割合が減少

することが予測された。しかし、この予測は季節の影響と冬期における気温

の相違による影響を分離して行われる前の研究である。季節の影響を分離す

れば、低気温関連死亡の割合の減少は、この予測よりも小さくなることが想

定される。 

 ヒートアイランド現象に

伴う都市の気温の上昇が

熱中症発症のおそれを高

めています。 

 国の適応計画によれば、死

亡リスクについて、夏季の

熱波の頻度が増加し、死亡

率や罹患率に関係する熱

ストレスの発生が増加す

る可能性が予測されてい

ます。 

 また、国の適応計画によれ

ば、感染症を媒介する蚊の

分布域の変化がデング熱

等の感染症のリスクを増

加させる可能性があると

されています。 

 気象情報の提供や注意

喚起、予防・対処法の

普及啓発、発生状況等

に係る情報提供等の適

切な実施 

 国の指針に基づく蚊媒

介感染症対策の実施、

感染症予防への注意喚

起の実施 

暑熱 死亡リス

ク 

 気温の上昇による超過死亡（直接・間接を問わずある疾患

により総死亡がどの程度増加したかを示す指標）の増加は

既に生じていることが世界的に確認されている。 

 東京を含むアジアの複数都市では、夏季の熱波の頻度が増加し、死亡率や罹

患率に関係する熱ストレスの発生が増加する可能性があることが予測され

ている。 

 日本における熱ストレスによる死亡リスクは、450s シナリオ及び BaU シナ

リオの場合、今世紀中頃（2050 年代）には 1981～2000 年に比べ、約 1.8～

2.2 倍、今世紀末（2090 年代）には約 2.1～約 3.7 倍に達することが予測さ

れている。 

 RCP2.6 シナリオの場合であっても、熱ストレス超過死亡数は、年齢層に関

わらず、全ての県で 2 倍以上になると予測されている。 

熱中症  気候変動の影響とは言い切れないものの、熱中症搬送者数

の増加が全国各地で報告されている。 

 労働効率への影響等、死亡・疾病に至らない健康影響につ

いては、国内の報告は限られている。 

 熱中症発生率の増加率は、2031～2050 年、2081～2100 年のいずれの予測も

北海道、東北、関東で大きく、四国、九州・沖縄で小さいことが予測されて

いる。 

 年齢別にみると、熱中症発生率の増加率は 65 歳以上の高齢者で最も大きく、

将来の人口高齢化を加味すれば、その影響はより深刻と考えられる。 

 RCP8.5 シナリオを用いた予測では、21 世紀半ばには、熱中症搬送者数は、

四国を除き 2倍以上を示す県が多数となり、21 世紀末には、RCP2.6 シナリ

オを用いた予測を除きほぼ全県で 2 倍以上になることが予測されている。 

 労働効率への影響等、気候変動の臨床症状に至らない健康影響について、国

外では報告があり、IPCC 第 5次評価報告書にも採り上げられている。一方

で、国内では報告が少ない。 

感染症 水系・食品

媒介性感

染症 

 気候変動による水系・食品媒介性感染症のリスクの増加に

ついて、現時点で研究事例は限定的にしか確認できておら

ず、気候変動との関連は明確ではない。 

 気候変動による水系・食品媒介性感染症の拡大が懸念されるが、現時点で研

究事例は限定的にしか確認できていない。 

節足動物

媒介感染

症 

 デング熱等の感染症を媒介する蚊（ヒトスジシマカ）の生

息域が東北地方北部まで拡大していることが確認されてい

る。また、気候変動とは直接関係しないが、2014 年には都

内の公園で多数の人がデング熱に罹患する事象が発生し

た。 

 RCP8.5 シナリオを用いた予測では、ヒトスジシマカの分布可能域は、21 世

紀末には、北海道の一部にまで広がることが予測されている。ただし、分布

可能域の拡大が、直ちに疾患の発生数の拡大につながるわけではない。 

 他にも気候変動の影響を受ける可能性のある感染症はあるが、現時点で日本

における感染症リスクの拡大に関する具体的な研究事例は確認できていな
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 他にも気候変動により感染リスクが増加する可能性のある

感染症があるが、現時点で日本における具体的な研究事例

は確認できていない。 

い。 

その他の

感染症 

 水系・食品媒介性感染症や節足動物媒介感染症以外の感染

症においても、発生の季節性の変化や、発生と気温・湿度

との関連を指摘する報告事例が確認されている。 

 ただし、その他の社会的要因、生物的要因の影響が大きい

ことから、現時点では詳細なメカニズムについての知見が

十分ではない。 

 水系・食品媒介性感染症や節足動物媒介感染症以外の感染症においても、気

温の上昇に伴い、季節性の変化や発生リスクの変化が起きる可能性があるも

のの、文献が限られており定量的評価が困難である。 

その他  健康に係る複合影響として数多く報告されているのは、気

温上昇と大気汚染に関するもので、気温上昇による生成反

応の促進等により、粒子状物質を含む様々な汚染物質の濃

度が変化していることが報告されている。 

 局地的豪雨に伴う洪水により合流式下水道での越流が起こ

ると閉鎖的水域や河川の下流における水質が汚染され、下

痢症発症をもたらすことが想定される。日本同様の雨水処

理方式をとる米国で報告があるが日本では具体的な報告に

はなっていない。 

 暑熱に対しての脆弱集団としては高齢者が取り上げられる

ことが多いが、米国では小児あるいは胎児（妊婦）への影

響が報告されている。日本ではこの部分の情報が欠落して

いる。 

 労働効率への影響等、死亡・疾病に至らない健康影響につ

いても、国内の報告は限られている。 

 都市部での気温上昇によるオキシダント濃度上昇に伴う健康被害の増加が

想定されるものの、今後の大気汚染レベルによっても大きく左右され、予測

が容易ではない。 

 大雨の増加による閉鎖性水域の汚染の増加に伴う下痢症の増加が想定され

るものの、疫学データが不足している。 

 脆弱な集団への影響について、特に小児への影響についての情報が不足して

いる。 

 労働効率への影響等、気候変動の臨床症状に至らない影響について、国外で

は報告があり、IPCC 第 5 次評価報告書にも採り上げられている。一方で、

国内では報告が少ない。 

(
6
)

産
業
・
経
済
活
動 

製造業  気候変化により、様々な影響が想定されるが、現時点で製

造業への影響の研究事例は限定的にしか確認できていない

（調査で確認できた範囲では、長野県茅野市の伝統産業で

ある天然寒天生産における 1 事例の報告のみ）。現時点で、

製造業に大きな影響があるとは判断されない。 

 気候変動による製造業への将来影響が大きいと評価している研究事例は乏

しく、現時点の知見からは、製造業への影響は大きいとは言えない。 

 最も大きな海面上昇幅を前提として、2090 年代において海面上昇により東

京湾周辺での生産損失額は、沿岸対策を取らなかった場合、製造業にも多額

の損失が生じるとしている研究もある。 

 現時点で定量的に予測した研究事例ではないが、アパレル業界など、平均気

温の変化が、企業の生産・販売過程、生産施設の立地等に直接的、物理的な

影響を及ぼすことも懸念される。 

 国の適応計画によれば、海

面上昇や極端現象の頻度

や強度の増加による生産

設備等への被害のおそれ、

風水害による旅行者への

影響などが懸念されてい

ます。また、電力需要の増

加も懸念されます。一方

で、気候変動の影響への

「適応」に関連した新たな

ビジネス機会の増加も考

えられます。 

 事業活動における気候

変動による影響リスク

の検討・評価の促進 

 災害時を含めた電力供

給の安定化、電気事業

者・エネルギー多量消

費事業者等に対する電

気の需要の平準化等の

対策指導 

 旅行者の安全確保 

エネルギ

ー 

エネルギ

ー需給 

 現時点では、気候変動によるエネルギー需給への影響に関

する具体的な研究事例は確認できていない。 

 気候変動によるエネルギー需給への将来影響を定量的に評価している研究

事例は限定的であるが、現時点の知見からは、エネルギー需給への影響は大

きいとは言えない。 

 気温の上昇によるエネルギー消費への影響について、以下のような予測を示

した事例がある。 

・産業部門や運輸部門においてはほとんど変化しない 

・家庭部門では減少する（気温が 1 度上昇すると、家庭でのエネルギー消費

量は北海道・東北で 3～4％、その他の地域で 1～2％減少する） 

・サービス業等の業務部門では増加する（気温が 1度上昇すると、業務部門

では 1～2％増加する） 

・家庭、業務部門を併せた民生部門全体では、大きな影響は無い、または地

域によっては減少する 

 夏季の気温の上昇は、電力供給のピークを先鋭化させるとの指摘がある 

商業  日本における商業への影響について、具体的な研究事例は

現時点では確認できていない。 

 日本における気候変動による商業への将来影響を評価している研究事例は

乏しく、商業への影響は現時点では評価できない。 

 アパレル業界では、気候変動は季節性を有する製品の売上、販売計画に影響

を与えうると指摘する研究がある。 

 CDP プロジェクトにおいて、海外でのアパレル、ホテルなどの企業が、今後

気候変動に関連して生じる自社への影響やそれに伴う経済損失を試算し、評
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価した例がある。 

金融・保険  1980年からの約30年間の自然災害とそれに伴う保険損害の

推移からは、近年の傾向として、保険損害が著しく増加し、

恒常的に被害が出る確率が高まっていることが確認されて

いる。 

 保険会社では、従来のリスク定量化の手法だけでは将来予

測が難しくなっており、今後の気候変動の影響を考慮した

リスクヘッジ・分散の新たな手法の開発を必要としている

との報告もなされている。 

 日本における金融分野への影響については、具体的な研究

事例が確認できていない。 

 自然災害とそれに伴う保険損害が増加し、保険金支払額の増加、再保険料の

増加が予測されている。ただし、現時点では、日本に関する研究事例は限定

的にしか確認できていない。 

 現時点で日本に関して定量的に予測をした研究事例は確認できていないも

のの、以下のような影響も想定される。 

（保険業）付保できない分野の登場、再保険の調達困難などの脅威。保険需

要の増加、新規商品開発の可能性などのビジネス機会。 

（金融業）資産の損害や気象の変化による経済コストの上昇などの脅威。適

応事業融資、天候デリバティブの開発などのビジネス機会。 

 金融分野への影響については、現時点で日本に関する具体的な研究事例は確

認できていない 

観光 レジャー  気温の上昇、降雨量・降雪量や降水の時空間分布の変化、

海面の上昇は、自然資源（森林、雪山、砂浜、干潟等）を

活用したレジャーへ影響を及ぼす可能性があるが、現時点

で研究事例は限定的にしか確認できていない。 

 気温の上昇によるスキー場における積雪深の減少の報告事

例が確認されている。 

 A1B シナリオを用いた予測では、2050 年頃には、夏季は気温の上昇等により

観光快適度が低下するが、春季や秋～冬季は観光快適度が上昇すると予測さ

れている。 

 スキーに関しては、降雪量及び最深積雪が、2031～2050 年には北海道と本

州の内陸の一部地域を除いて減少することで、ほとんどのスキー場において

積雪深が減少すると予測されている。 

 海面上昇により砂浜が減少することで、海岸部のレジャーに影響を与えると

予測されている。 

建設業  現時点で、建設業への影響について具体的な研究事例は確

認できていない。 

 ただし、インフラ等への影響については別途検討されてい

ることから、そちらを参照されたい。 

 現時点で、建設業への影響について具体的な研究事例は限定的である。ただ

し、インフラ等への影響については別途検討されていることから、そちらを

参照されたい。 

医療  現時点で、医療産業への影響について、断水や濁水による

人工透析への影響を除き具体的な研究事例は確認できてい

ない。 

 ただし、健康への影響については別途検討されていること

から、そちらを参照されたい 

 現時点で、医療産業への影響について具体的な研究事例は確認できていな

い。ただし、健康への影響については別途検討されていることから、そちら

を参照されたい。 

その他 その他（海

外影響） 

 現時点では、気候変動による日本国外での影響が日本国内

に及ぼす影響について、研究事例は確認できていない。 

 2011 年のタイ国チャオプラヤ川の洪水では、これが気候変

動の影響によるものであるかどうかは明確に判断しがたい

が、日系企業に被害をもたらし、ハードディスクのサプラ

イチェーンにおける日系企業の損失を約 3,150 億円と試算

している事例や、日本の損害保険会社が日系企業に支払う

保険金の額を、再保険分も含めて 9,000 億円と見通してい

る事例がある。 

 国外での影響が、日本国内にどのような影響をもたらすかについては、社会

科学分野が含まれる二次的な影響が中心であり、要因が複雑で、現時点では

具体的な研究事例が確認できていない。 

 ただし、英国での検討事例等を踏まえると、エネルギーや農水産物の輸入価

格の変動、海外における企業の生産拠点への直接的・物理的な影響、海外に

おける感染症媒介者の増加に伴う移住・旅行等を通じた感染症拡大への影響

等が日本においても懸念される。 

(
7
)

府
民
生
活
・
都
市
生
活 

都市イン

フラ、ラ

イフライ

ン等 

水道、交通

等 

 近年、各地で、記録的な豪雨による地下浸水、停電、地下

鉄への影響、渇水や洪水等による水道インフラへの影響、

豪雨や台風による高速道路の切土斜面への影響等が確認さ

れている。 

 ただし、これらの現象が気候変動の影響によるものである

かどうかは、明確には判断しがたい。 

 気候変動が、インフラ・ライフラインにどのような影響をもたらすかについ

て、全球レベルでは、極端な気象現象が、電気、水供給サービスのようなイ

ンフラ網や重要なサービスの機能停止をもたらすことによるシステムのリ

スクに加えて国家安全保障政策にも影響を及ぼす可能性があると指摘され

ている。 

 一方、国内では、社会科学分野が含まれる二次的な影響が中心であり、要因

が複雑であるため、現時点では研究事例は限定的にしか確認できていない。

海外では通信・交通インフラにおけるリスクの増大等を指摘した検討事例等

がある。 

 今後、気候変動による短時間強雨や渇水の増加、強い台風の増加等が進めば、

インフラ・ライフライン等に影響が及ぶことが懸念される。 

 都市化に伴うヒートアイ

ランド現象が生じており、

熱中症リスクの増大や快

適性の損失など、都市生活

に大きな影響を及ぼして

います。また、国の適応計

画によると、気候変動によ

る短時間強雨や渇水の頻

度の増加、強い台風の増加

等によりインフラ・ライフ

ライン等に影響が及ぶこ

 街路樹等の整備による

日射の遮蔽、建物や敷

地、道路等におけるミ

スト散布など、屋外空

間における夏の昼間の

暑熱環境を改善するた

めのクールスポットの

創出 

 事業継続計画（BCP）の

普及啓発、鉄道事業者

への浸水対策の支援、
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文化・歴

史などを

感じる暮

らし 

生物季節、

伝統行

事・地場産

業等 

 国民にとって身近なサクラ、イロハカエデ、セミ等の動植

物の生物季節の変化について報告が確認されている。ただ

し、それらが国民の季節感や地域の伝統行事・観光業等に

与える影響について、現時点では具体的な研究事例は確認

されていない。 

 気温の上昇等による諏訪湖での御神渡りなしとなる頻度の

増加や地酒造りへの影響など地域独自の伝統行事や観光

業・地場産業等への影響が報告されている。ただし、気候

変動による影響であるかどうかについては明確には判断し

たがたく、現時点では研究事例も限定的にしか確認できて

いない。 

 サクラの開花日及び満開期間について、A1B シナリオ及び A2シナリオの場

合、将来の開花日は北日本などでは早まる傾向にあるが、西南日本では遅く

なる傾向にあること、また、今世紀中頃および今世紀末には、気温の上昇に

より開花から満開までに必要な日数は短くなることが示されている。それに

伴い、花見ができる日数の減少、サクラを観光資源とする地域への影響が予

測されている。 

 地域独自の伝統行事や観光業・地場産業等への影響については、現時点で研

究事例が限定的にしか確認できていない。 

とが懸念されています。 安全性の高い道路網の

整備 

その他 暑熱によ

る生活へ

の影響等 

 日本の中小都市における100年あたりの気温上昇率が1.5℃

であるのに対し、主要な大都市の気温上昇率は 2.0～3.2℃

であり、大都市において気候変動による気温上昇にヒート

アイランドの進行による気温上昇が重なっているとの報告

が確認されている。 

 また、中小都市でもヒートアイランド現象が確認されてい

る。大都市における気温上昇の影響として、特に人々が感

じる熱ストレスの増大が指摘され、熱中症リスクの増加に

加え、睡眠阻害、屋外活動への影響等が生じている。 

 国内大都市のヒートアイランドは、今後は小幅な進行にとどまると考えられ

るが、既に存在するヒートアイランドに気候変動による気温の上昇が加わ

り、気温は引き続き上昇を続けることが見込まれる。 

 例えば、名古屋において 2070 年代 8 月の気温を予測した事例（A2 シナリオ

を使用）では 2000～2009 年の 8月の平均気温と比較して、3℃程度の上昇が

予測されており、気温上昇に伴い、体感指標である WBGT も上昇傾向を示す

ことが予測されている。 

 将来の都市の気温の予測においては、都市の形態による違いが見られるもの

の、気温や体感指標の上昇が予測されており、上昇後の温熱環境は、熱中症

リスクや快適性の観点から、都市生活に大きな影響を及ぼすことが懸念され

る。 
 

 


